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懲戒免職処分取消、退職手当支給制限処分取消請求事件について

’升 事案の概要の
本件は4上告人の公立学校教員であった被上告人が、酒気帯び運転（※）を理由と

する懲戒免職処分（以下「本件懲戒免職処分」という｡）を受けたことに伴い、職員の

退職手当に関する条例（昭和28年宮城県条例第70号｡令和元年宮城県条例第51号によ

る改正前のもの。以下「本件条例」という｡） 12条1項1号の規定により、退職手当管

理機関である宮城県教育委員会(以下｢県教委｣という｡)から､一般の退職手当等(1724

万6467円）の全部を支給しないこととする処分（以下「本件不支給処分」という｡）

を受けたため､上告人を相手に、上記各処分の取消しを求める事案である。

（※）職場の歓迎会からの帰途に酒気帯び運転をし、物損事故を起こしたというもの

〔参考〕本件条例12条1項

退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職に係る退職手当管理機

関は、当該退職をした者(略)に対し、当該退職をした者が占めていた職の職務及び責任、

当該退職を.した煮｡勤務の状況墓.､当該退職童.した.者が迩豆た韮違の囚賓及唾程塵.､当該非

鬘に至豆た経鍵.当該非違還にあ1種当該退職を.し.た省Q言動._当該非違力i公務の遂征に

及ほま支障の程度並幽冒当該非違凝公務に対まゐ信題に及ぼま影響を勘案して、当該一般

の退職手当等の全部又は－部を支給しないこととする処分を行うことができる。

－懲戒免職等処分を受けて退職をした者

ト
ー計 原判決及び争点原判決及び争点

◇原判決（仙台高裁）は、本件懲戒免職処分の取消請求を棄却すべきものとした上で、

要旨次のとおり判断し、本件不支給処分の取消請求を－部認容した。

（1） 被上告人の非違行為の内容及び程度等から、退職手当が大幅に減額されることは

やむを得ない。 しかしながら、本件条例は、退職手当には賃金後払いや退職後の生

活保障の性格もあることを勘案し、長年勤続する職員の権利としての面にも慎重な

配慮を求めるものと解される。これを踏まえて、被上告人には本件懲戒免職処分を

除き懲戒処分歴がないこと、被上告人は本件での非違行為より前に特段問題を起こ

すことなく約30年間教諭として誠実に勤務してきたこと、事故による被害が物損

にとどまり既に回復されたこと、被上告人が反省の情を示していること等を考盧す

ると、本件不支給処分は県教委の裁量権の範囲を逸脱するものである。

（2） 本件不支給処分を全部取り消して支給制限の割合について再度県教委に判断さ

せるのでなく、裁判所が相当と認める支給制限の割合を示すべきであるところ､本
件で勘案すべき事情を総合的に検討すれば､退職手当の3割に相当する517万3940

円について支給しないこととした部分は違法な処分であると認められる。 。

◇争点は、本件不支給処分の取消請求を－部認容した上記判断の当否である。
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